
の補助を行うことにより、地域ぐるみの福祉サービス提供・推進体制を充実させる。
施策目的・

(2)目的 自らが地域福祉の担い手となるための取り組みを進めます。また、社会福祉協議会との結びつきを強化して 事業目的
展開方向

、地域の相談窓口の役割を担う民生委員・児童委員の育成とその確保を図ります。
社会福祉協議会の運営費補助及び同協議会定款に定める事業について補助を行う。 社会福祉協議会運営費及び同協議会定款に定める事業についての支援を行う。
認知高齢者や一人暮らしの高齢者が増加する中、判断能力が不十分な方が地域で安心して生活できるような 【後見支援センター設置に伴う運営費補助】・・・社会福祉協議会に後見支援センターが２７年１０月１日
相談体制や成年後見制度等の利用を支援する体制を構築する。また、今後のニーズ増加に対応するため、市 当該年度 に開設された後見専門員を配置し、後見専門員による常時相談と月1回弁護士による専門相談を行う。また
民後見人が適切に活動していくための支援体制を構築する。 執行計画 、成年後見制度の利用支援や市長申立案件の受任等を行う。この後見専門員配置に伴う人件費についての支

(3)事業内容 内　　容 援を行う。
社会福祉大会の支援を行う。
補助等を通して実施する事業 想定値 12当該年度

単位 事業
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 効率的、安定的な地域福祉活動の推進 直接 社会福祉協議会のボランティア登録者数 人 6,638 6,800

   ３年後 効率的、安定的な地域福祉活動の推進 直接 社会福祉協議会のボランティア登録者数 人 0 7,000

   最終(概ね５年後) 効率的、安定的な地域福祉活動の推進 直接 社会福祉協議会のボランティア登録者数 人 0 7,200

「第４次地域福祉活動計画」の基本理念である「安心とゆとりのまち住み続けたいまちづくり」を実現するため、地域「見守り
(7)事業実施上の課題と対応 活動」「世代間交流」を一層促進させる。また、社会福祉協議会の財政基盤の充実をするほか活動拠点の整備の支援を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会福祉協議会補助金 98,926 社会福祉協議会補助金 101,522 社会福祉協議会補助金 104,000 社会福祉協議会補助金 106,000
後見支援センター運営費補助金 3,348 後見支援センター運営費補助金 3,375 後見支援センター運営費補助金 3,375 後見支援センター運営費補助金 3,375

社会福祉大会
＊ 印刷製本費 200
＊ 会場賃貸料 100

実施内容 ＊

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 102,274 合　　計 105,197 合　　計 107,375 合　　計 109,375
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 102,274 105,197 107,375 109,375

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.03 0.03 0 0
正職員人件費 264 264 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 102,538 105,461 107,375 109,375
(11)単位費用

8,544.83千円／事業 8,788.42千円／事業
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域住民の福祉に対する考え方を深め、地域で支えあう福祉を充実させるため、障害の有無や年齢、性別などに関わらず ○①事前確認での想定どおり
全ての人が住みなれた地域や家庭で、共に生きるノーマライゼーションの考え方を前提とした社会づくりが必要になって ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ いる。我孫子市社会福祉協議会は、本市における社会福祉事業の能率的運営と地域社会福祉の増進を図るために設立され ○要
   背景は？(事業の必要性) た社会福祉法人であり、その事業運営の財政的基盤を支援することは、ノーマライゼーションの推進に寄与するものであ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

る。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 補助に係る事業において各種ボランティアとして連携してい ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り る。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6,638 6,800 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 105,461 △2,923
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△2.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 6.45

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1384 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 社会福祉協議会事業支援 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 社会福祉協議会支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 105,461 千円 (うち人件費 264 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 32001 重点５ ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域で共に支え合えるよう、共助意識の啓発や自治会・まちづくり協議会との連携の強化など、地域の人々 社会福祉協議会へ



の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 居確保給付金の支給、子どもの学習支援、就労準備支援事業、その他の支援を行うための所要の措置を講ず
展開方向

る。
【必須事業】 (自立相談支援事業）相談⇒総合的なアセスメント⇒自立生活のためのプランの作成⇒再アセスメント
・自立相談支援事業⇒就労その他の自立に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成を実施する　 （住居確保給付金）離職により住宅を失った又はそのおそれが高い生活困窮者であって、所得等が一定水準
・住居確保給付金⇒離職により住宅を失った生活困窮者等に対し家賃相当額を支給する。 当該年度 以下の者に対して、有期で住居確保給付金を支給
【必須事業：政策】 執行計画 （政策：弁護士相談事業）ＤＶ被害者、生活困窮者に対して弁護士による法律相談を行う。

(3)事業内容 内　　容 ・ＤＶ被害者、生活困窮者に対して弁護士による法律相談を行う。 （政策：子どもの学習支援事業）生活困窮の子どもに対して学習支援を行う。学習支援ボランティアに対し
【任意事業：政策】 て、報償費を支う。
・子どもの学習支援事業⇒生活困窮の子どもに対して学習支援を行う 生活困窮状態から自立につながった割合 想定値 100当該年度
・一時生活支援事業⇒ＤＶ被害者、生活困窮者に対する住居確保支援のためのシェルターを１部屋確保する 単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 生活困窮状態からの自立につなげる 直接 生活困窮状態からの自立件数 ％ 0 100

   ３年後 生活困窮状態からの自立につなげる － ％ 100 100

   最終(概ね５年後) 生活困窮状態からの自立につなげる － ％ 100 100

相談者が毎年増加しているため職員の補充が必要。子どもの学習支援事業は、２８年１１月からスタートだが塾に通えない子ど
(7)事業実施上の課題と対応 もや学校の勉強についていけない子ども達を把握しいかにして参加してもらうかが課題である。 代替案検討 ●有 ○無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬 9,808 嘱託職員報酬（2号3人・補助2人） 6,078 嘱託職員報酬（2号3人・補助2人） 6,200 嘱託職員報酬（2号3人・補助2人） 6,500
共済費 948 共済費 1,013 共済費 1,100 共済費 1,150
費用弁償 71 住居確保給付金 6,487 住居確保給付金 6,487 住居確保給付金 6,487
住居確保給付金 5,658 緊急一時宿泊施設借上げ料 768 緊急一時宿泊施設借上げ料金 768 緊急一時宿泊施設借上げ料 768
緊急一時宿泊施設借上げ料 768 ＊ 一時生活支援委託料 0 一時生活支援委託料 1,570 一時生活支援委託料 1,570
生活用品レンタル 118 生活用品レンタル 134 生活用品レンタル 134 生活用品レンタル 134
消耗品費 52 消耗品費 72 消耗品費 72 消耗品費 72

実施内容 光熱費 72 光熱費 180 光熱費 190 光熱費 200
食糧費 67 食料費 154 食料費 160 食料費 180

(8)施行事項
費　　用 保険料 19 保険料 19 保険料 19 保険料 20

更新料 30 修繕料 20 修繕料 20 修繕料 20
修繕料 20 ＊ 学習支援嘱託職員報酬 1,741 学習支援嘱託職員報酬 1,762 学習支援嘱託職員報酬 1,762

＊ 学習支援員報償費（補正△700,000） 500 ＊ 学習支援共済費 292 学習支援共済費 292 学習支援共済費 292
＊ 就労支援準備支援事業 0 ＊ 学習支援員報償費 700 学習支援員報償費 720 学習支援員報償費 720
＊ 補正・消耗品費 28 ＊ 消耗品費 51 消耗品費 51 消耗品費 51
＊ 補正・保険料 13 ＊ 保険料 30 保険料 30 保険料 30
＊ 補正・嘱託職員報酬 726 ＊ 弁護士法律相談委託料 384 弁護士法律相談委託料 624 弁護士法律相談委託料 624
＊ 補正・社会保険料 107 ＊ 費用弁償 77 費用弁償 77 費用弁償 77
＊ 補正・費用弁償 32 ＊ 研修講師報償費 60 研修講師報償費 60 研修講師報償費 60

予算(済)額 合　　計 19,037 合　　計 18,260 合　　計 20,336 合　　計 20,717
国庫支出金 補助率 66 ％ 1,689 補助率 0 ％ 12,873 補助率 0 ％ 13,916 補助率 0 ％ 13,916
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,348 5,387 6,420 6,801

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1 1 1 0
正職員人件費 8,800 8,800 8,800 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,574 5,574 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 27,837 27,060 29,136 20,717
(11)単位費用

278.37千円／％ 270.6千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生活保護に至っていない生活困窮者に対する「第２のセーフティネット」を拡充し、包括的な支援体制を創設することが ○①事前確認での想定どおり
必要とされているため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 相談支援におけるノウハウがあるため。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内の市民団体と連携している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 27,060 777
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

2.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.37

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 2103 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活困窮者自立支援事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活困窮者自立支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 27,060 千円 (うち人件費 8,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 生活保護に至る前の段階


